
各種競争資金等に関する情報提供
～平成24年度補正予算、平成25年度予算案から～

平成２５年４月２６日

四 国 経 済 産 業 局

ヘルスケア・イノベーション・フォーラム
事例研究部会、治験ＩＴ化部会
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経済産業省関連

注：24年度補正予算は、補正 と記載。
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【対象者】
ものづくり中小企業・小規模事業者であり、以下の要件を満たす者。

(1)「中小ものづくり高度化法」２２分野の技術を活用した事業である
こと

(2) 認定支援機関等に事業計画の実効性等が確認されていること

(3)顧客ニーズにきめ細かく対応した競争力強化を行う事業である
こと

【対象経費】
原材料費、設備導入費、研究開発費（人件費含む）等

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金
平成2４年度補正予算要求額 １，００７億円

中小企業庁 創業・技術課
03-3501-1816

事業の内容

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

中小企業国

補助（2/3 ）

○きめ細かく顧客ニーズをとらえる創意工夫に取り組
むために、中小企業経営力強化支援法の認定経営革
新等支援機関（認定支援機関）等と連携しつつ、もの
づくり中小企業・小規模事業者が実施する試作開発
や設備投資等を支援します。

補助（基金造
成）

民間団体
等

事業イメージ

設備投資 小口化・短納期化型（精密金属加工）

取引先の“特急で対応して欲しい”といったニーズに
応えるため、IT関連の展示会に足を運び、バーコード
による工程・原価管理システムを導入し、製品管理
の効率化と納期短縮化を実現

試作開発 サービス化型（精密機械製造）

単に受注した製品を作るだけでなく、顧客の製品イ
メージを元に長年培った知恵と経験を活用し、より良
い製品を作るための試作開発を行い、積極的に提案

試作開発 ニッチ分野特化型（溶接等）

潜在的なニーズがあるにもかかわらず、他社が気づ
かないまたは市場規模が小さいため参入しない隙間
となっているニッチ分野について、町工場の高い技術
力と機動力・柔軟性を活かし、試作開発を実施

補正
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○新たに起業・創業や第二創業を行う女性及び若者
に対して事業計画を募集し、計画の実施に要する
費用の一部を助成することで、地域需要を興すビ
ジネス等を支援します。

（例）日本人の体型に合わせ改良したオリジナル
抱っこ・おんぶひもの企画・販売

※ 「中小企業経営力強化支援法」に基づく「認定経営革新等支援機関」を指
します。

事業の内容

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

補助

個人等民間企業等

10/10

補助

2/3

【対象者】
起業・創業や第二創業を行う個人、中小企業・小規

模事業者（認定支援機関※たる金融機関等の支援を受
けたもの）

事業イメージ

起業家・経営者による
事業計画の策定等

起業家・経営者による
事業計画の策定等

審査委員会による
事業計画の審査
審査委員会による
事業計画の審査

起業家・経営者による
事業計画の実行

起業家・経営者による
事業計画の実行

支援支援

起業・創業や第二創業を
行う女性及び若者

認
定
支
援
機
関
た
る
金
融
機
関
等

認
定
支
援
機
関
た
る
金
融
機
関
等

応募

基金造成

○認定支援機関たる金融機関等は、起業家・経営者
に対して事業計画策定・実行の支援等を行います。

支援支援

地域需要創造型等起業・創業促進補助金
平成2４年度補正予算要求額 ２００．０億円

中小企業庁 創業・技術課
03-3501-1816

補正
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地域ヘルスケア構築推進事業 
７．１億円（７．０億円） 

商務情報政策局 ヘルスケア産業課 
０３－３５０１－１７９０ 

○高齢化社会において、地域経済の振興と地域住民の健康増

進を両立させるためには、公的保険内でのサービス提供を行

う医療・介護事業者と、多様かつ柔軟なサービスを提供する

民間事業者との連携が不可欠です。 
○一方、広範な医療・介護関係のニーズに応えるためには、既

存の業態や事業範囲の垣根を越えた、複数の事業者間の連

携や業態の転換が必要です。 
○また、民間事業者のみでは、医療・介護現場のニーズ把握、

効果検証を行うフィールドの確保、事業性の判断、サービス

の医療・介護関連法規との整合性の確保等が困難です。 
○このため、 
 ①多様な医療・介護関連ニーズに応える民間サービスについ
て、業態転換や事業連携による立上げを支援するとともに、 

 ② 意欲ある医療・介護事業者や民間事業者のマッチング・コ
ンサルティング等を通じ、ヘルスケア産業創出サポートを行

う事業体を各地域に創出します。 
③併せて、これらのサービスが安定的・継続的に提供されるた

めの基盤を整備します。 
 

国 

補助（２／３） 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

 
  

 
  

事業の内容 事業の概要・目的 

主な実施内容 

１．多様なニーズに対応したヘルスケアサービスの創出 
 ・業態転換、異業種連携等による新たなヘルスケアサービスの創出を支援 
 

２．医療・介護機関と民間サービス事業者とをマッチングする中間支援事業体を
創出し、以下の機能を提供する。 

   ・サービスの検証や立ち上げ支援等のコンサルティング機能 
 ・地域における意欲のあるメーカー、サービス事業者、医師、コメディカ

ルが集まる場の提供 
 ・地域のコーディネータ機能  等 
 

民間団体 
民間事業者等 

委託、補助（定額（１０／１０）） 

民間事業者等 

病院 クリニック 介護施設 

フィット 
ネス 

メディカル 
給食 

配送 
移動 

機器 
メーカー 

決済 
事業 

業態転換・異業種連携を通じ新サービスを創出 

 ①新たなヘルスケアサービスの創出支援 
 

 ○医療・介護機関や保険者と連携した民間
サービスを、業態転換や異業種の連携等に
よって立ち上げる事業者を支援 

   ・運動支援、リハビリサービス 
   ・配食サービス 
   ・在宅見守りサービス 
   ・健康アドバイスサービス 等 

事業イメージ 

連携 
（ニーズの共有、効果検証等） 

保険者 

②ヘルスケアサービ
ス創出サポート事業 

 
○地域においてヘルス
ケアサービスの事業
立上げを支援するビジ
ネス主体を創出 

 
 ・ノウハウ標準化、共有 
 ・マッチング事業  
 ・効果検証サポート 
 ・法令関係相談事 
 ・研修事業 
 ・ハンズオン支援 
 ・成果共有、交流事業 
  
※自治体等と連携 

マッチング支援 

マッチング支援、
コンサルティング
支援等 
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リ
ス
ク
判
定 

  
事業の内容 事業イメージ 

商務情報政策局  
医療・福祉機器産業室 

03-3501-1562 

国 民間事業者等 
委託 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業の概要・目的 

○我が国の医療機器産業は、輸入超過で推移しており、日本が誇る中小企
業の「ものづくり技術」が活かしきれていない状況です。この主要因として
は、①現在の薬事法では必ずしも医療機器の特性を踏まえた規制体系に
なっていないため、開発途中に時間を要することが多い、②参入リスクが
高い （例：生命や健康に直接関わる分野であるため、製造物責任が重い
と思われている等） 、③医療現場が有する課題・ニーズがものづくり現場に
行き届いていない、といった点が挙げられます。 

○このため、本事業では、厚労省及び文科省と連携し、 
 ①医療現場からのニーズが高く、課題解決に資する研究課題を選定し、 
 ②優れたものづくり技術（切削、精密加工、コーティング等）を有する中小企業
等と、それらの課題を有する医療機関や研究機関等とが連携した「医工連
携」による医療機器の開発・改良、について 

 ③国内外の臨床評価、実用化までの一貫した取組、を行います。 

○これにより、中小企業のものづくり技術を活かした医療機器の実用化を加
速することにより、我が国における医療の質の向上と、ものづくり産業の新
たな事業分野の開拓を実現します。 

 

医療現場におけるニーズ・
課題の洗い出し 

選定（事業性の判断） 

医療機器の開発・改良 

臨床評価、治験 

学会・ 
医療機関等 

産業界・ 
中小企業等 

医療現場にお
ける医療機器
に対する開発・
改良ニーズの
提供 

医療現場の実
ニーズに応え
ることで、医療
機器の製品化
に係るリスクを
低減 

   【医療現場のニーズ・課題例】 
・身体的負担を最小限にする低侵襲機器 
・操作が簡便、小型のオンサイト型機器 
・日本人の体格や生活様式にあった 
  インプラント    等 

連携 

【解決の鍵となるものづくり技術例】 
 ・切削、精密加工技術  
 ・高精度金型技術 
 ・精密プレス加工技術 
 ・コーティング技術   等 

○医療機器の特性を踏まえた薬事法の改正 

○医療機器の開発・審査の円滑化に資する開発ガイドライン及び評価
指標の策定 

○ＰＬ保険の活用によるＰＬリスク分散 

○開発成果の薬事承認支援    等 

 

事業環境整備に向けた取組 

早期の事業化及び国際展開 

文部科学省 
厚生労働省 

経済産業省 

○また、厚労省と連携し、本事業の開発成果の薬事承認を支援します。 

課題解決型医療機器等開発事業 
３０．５億円（２５．０億円） 

6



福祉用具実用化開発推進事業 
  １．０億円（１．０億円） 

商務情報政策局 医療・福祉機器産業室 
03-3501-1５６２ 

【助成事業の実績】 

 事業開始の平成5～23年度までに、合計195件を採択 

 この間の平均倍率は約10倍 

183件が開発を終了、このうち98件が製品化  

（実用化率：53.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間企業等 ＮＥＤＯ 

 補助（2/3～1/2） 交付金 

○「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律」に基づき、

高齢者や障害者の自立促進、介護者の負担軽減を図るため、福

祉用具の研究開発を実施します。 

○具体的には、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤ

Ｏ）において、福祉用具の実用化研究を行う民間企業等の公募

を行い、優れた創意工夫ある研究開発に対して補助（２／３以

内）を行います。 

○この事業により、高齢者や障害者、介護者の福祉の増進に寄与

するとともに、我が国福祉用具産業の競争力強化を図ります。 

福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律の抜粋： 
○第４条第1項：国は､この法律の目的を達成するために必要な福祉用具の研究開

発及び普及の促進を図るための財政上及び金融上の措置その他の措置を講ず
るように努めなければならない。 

○第７条第１項第１号：産業技術の実用化に関する研究開発であって、福祉用具
に係る技術の向上に資するものを助成すること。（NEDOが行う業務として規
定） 

特記事項 

車椅子乗車用 
電動三輪車 

簡便に機能調整が 
できる短下肢装具 

介護労働支援 
筋力補助スーツ 

ワンタッチ操作 
車イス型移乗器 

手足が不自由でも首だけで 
操作可能な電動車いす 荒れ地走行可能な 

電動車いす 

事業の内容 
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個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤の構築 

◆制度、技術の面側面での課題解決により、従来の医薬品に代わる最先
端医薬品の創出を推進するとともに、医薬品開発・製薬コストの低減、ひ
いては医療費の低減を図る。 

制度の改善(薬
事審査の合理

化等) 

事業イメージ 

作用する、分子 
の探索 

新薬候補の 病気のメカニズム 
の解明 

治験 
前臨床試験 

文科省 厚労省 

（人での試験） 
病気のターゲットに 

最適化、工業化 

個別化医療に対応した 
最先端医薬品の創出 

天然化合物 

次世代抗体医薬 

核酸医薬 

個別化医療の実現化を支える創薬基盤を構築 

 
 
○世界的に成長著しいバイオ医薬品分野は、我が国では海外

生産を中心とした輸入超過産業となっています。我が国は、
患者の利益に適う最先端医薬品の創出が期待される世界最
大の天然化合物ライブラリや、高度な製造技術を有していま
すが、制度、技術の両面で対応が遅れているため、海外に
比べて新薬開発に多大なコスト、時間を要しています。健康
寿命世界一に向けた我が国での次世代医薬品創出のため
には、個別化医療に対応した制度整備とともに、本事業に
よって、ボトルネックとなっている技術的課題を解決します。 

 
○具体的には、次世代医薬品創出のため、産学官が一体と

なり、以下の研究開発を実施します。 
①ＩＴ創薬技術（天然化合物の安定産生技術開発、ライブ

ラリーの拡充、疾患原因タンパク質の分析、IT技術を活
用したスクリーニング） 

②次世代抗体医薬等の安定生産技術（高度な製造設備によ
り最先端医薬品創出を実現） 

 
 
 
 
 

個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発 
３７．０億円（新規） 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

 
製造産業局 生物化学産業課 

03-3501-8625 

 

国 民間団体等 
委託 

補助（2/3又は1/2） 

薬事規制に適合した次世代抗
体医薬等の製造技術 

ＩＴ創薬技術 
 
 
 
 

新薬創出の期待が高い天然化
合物（中分子化合物）は構造が
複雑なため、新薬候補の発見
に多大なコストが必要。また、
天然化合物を安定的に取得す
る技術も必要。 

我が国は優れた製造技術を有し
ているが、新設備導入時の薬事
審査に多大なコスト、時間が必
要。 

次世代抗体医薬 核酸医薬 
高度な製造設備により最先端医

薬品を創出可能に 

・天然化合物を大量かつ安定的
に取得可能に。 
・疾患原因タンパク質を分析し、
シーズをスクリーニング 

ボトル
ネック 

ボトル
ネック 

探索プロセスの 
合理化・確度の向上 

複雑な医薬品の生産 
最適が技術の向上 
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○我が国医療の国際化は、医療機関が医療技術の進歩に
必要な資本や技術の蓄積に貢献するだけでなく、医療
機器等の国際競争力強化にも繋がるものであり、我が
国のヘルスケア産業の活性化に資するものです。 

 

○このため、わが国が高い技術を有する医療サービス・機
器・システムが一体となった海外展開を推進するとともに、医
療国際化の基盤である外国人患者の受入環境整備等を行
います。 

 

○具体的には、以下に取り組みます。 
 ①医療機器メーカーと医療機関との連携による海外展

開に向けた実証・事業可能性調査 
 ②医療国際化を目指す医療機関や機器メーカー、医療

コーディネート事業者等による、医療サービスの国
際化に関する自立的な事業の形成サポートを目的と
した基盤の組成推進 

 ③医療国際化に際して国・地域横断的に課題となる項
目の調査                   

                        等 
                             
                         

 
 

医療機器・サービス国際化推進事業 
１０．１億円（１０．０億円） 

商務情報政策局 ヘルスケア産業課 
０３－３５０１-１７９０ 

国 
委託 

民間事業者等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

現地医療機関 

現地医療機関 

日系医療拠点 日系医療拠点 

○医工連携による、
新興国向け医療機
器の開発 
 

インバウンド体制
確立に向けた支援
機能 

現地医療現場のニーズを収集 

医師免許や薬事承認制度等、
現地の医療関連制度の調査 

現地医療関係者や政府関係者
とのネットワーク構築 等 

現地医療機関 日系医療拠点 

海外からの医療情
報の円滑な取得に向
けた調査 

我が国医療の「ブラ
ンド化」戦略の実施 

 
            等 

アウトバウンド・インバウンドの取り組みが車の両輪となって
医療の国際化を推進 
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○少子高齢化の進展により、高齢者、要介護者等の介
護・移動支援など生活支援分野でのロボットの活用に
強い期待が寄せられています。 

○生活支援ロボットは、人との接触度が高くなるため、
一層の安全確保が必須ですが、対人安全の技術や基
準・ルールが未整備であるため、開発や導入のリスク
が高いのが現状です。 

○本事業は、生活支援ロボットの安全に関するデータを
収集・分析しながら、対人安全性基準、試験方法及び
認証手法を確立します。また、国際標準化を目指しま
す。 

 
 

生活支援ロボット実用化プロジェクト 
 ９．４億円（１３．５億円） 

製造産業局 産業機械課 
03-3501-1691 

 

○有望４タイプのロボットの安全検証試験を実施し、ロ
ボットの安全に関するデータを取得・蓄積・分析する。 

 ①移動作業型（操縦が中心） 
 ②移動作業型（自律が中心） 
 ③人間装着（密着）型 
 ④搭乗型 
 

○分析したデータを活用し、生活支援ロボットの対人安
全性基準、試験方法及び認証手法を確立する。 

 

○安全性基準の国際標準化提案を行う。 
 

○試験機関、認証機関を整備する。 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

国 
交付金 

民間団体等 
委託 

NEDO 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

人間装着 
（密着） 

移動作業型 
（操縦中心） 

搭乗型 移動作業型 
（自律中心） 

 

安全検証等のための試験方法、試験機例 
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事業の内容 事業イメージ 

 ものづくり中小企業・小規模事業者や地域の研究機関が連携して
行う研究開発等を支援します。 

ものづくり中小企業連携支援事業 
１１８．７ 億円（新規） 

 特定ものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっき
等）の高度化に資する研究開発、技術流出防止や模倣品対策を
目指す試作開発・販路開拓、優れた技術の事業化に向けて行う
実証等について、中小企業・小規模事業者、地域の大学等の研
究機関等が連携して行う取組を支援します。 

 ○研究開発 
  ・「中小ものづくり高度化法」の計画認定を受けた共同体 
  ・委託上限額：初年度４千５百万円 
 ○模倣品対策、試作・販路開拓等 
  ・中小企業・小規模事業者等を含む共同体 
  ・補助上限額：単年度２千万円（補助率２／３） 
 ○実証研究等 
  ・中小企業・小規模事業者と大学等との産学連携体 
  ・補助上限額：単年度３千万円（補助率２／３） 

○研究開発 
高温での加工や複数のプレス工程が必要

な電気自動車用電池ケースの製造を従来工
法から改良し、製造工程やコストの大幅な削
減を目指す研究開発。 

 
 
○模倣品対策、試作・販路開拓等 

微弱光検出技術と超精密鏡面ロール加工
技術を組み合わせ、医療、バイオ、製薬等の
最先端の製品開発に不可欠な、模倣不可能
な極微弱発光検出装置を開発し、海外へ進出。 

 
 
○実証研究等 

血液検査で消化器系（胃、大腸、膵臓、胆
道）がんを発見できるマイクロアレイ（検査キッ
ト）を開発、判定結果（がんの有無判定）の検
証を実施。 

中小企業庁 創業・技術課 
０３－３５０１－１８１６ 

産業技術環境局 大学連携推進課 
０３－３５０１－００７５ 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 ・補助（補助率２／３） 
・委託 

中小企業・ 
小規模事業者等 

事業の概要 

補助（補助率２／３） 

委託 
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地域中小商業支援事業
３８．７億円（新規）

事業の内容 事業イメージ

条件（補助率、対象者、補助金額）

事業の概要・目的

中小企業庁 商業課
０３－３５０１－１９２９

○高齢者、女性、子どもたちを含めた地域住民が安心して生活ができ、
地域のつながりが実感できる場として、商店街を始めとした地域の中小
商業者に対する地域住民の期待が高まっています。

○このため、地域の共助活動の拠点となる取組や地域住民に求められ
る機能を継続的・自立的に提供できるようにするための取組など、
商店街を身近で快適な場とするための意欲的な取組を支援すること
で、中小小売商業者及び商店街の活性化を図ります。

○地域住民が安心して生活でき、地域のつながりが実感
できる商店街の活性化に必要な事業、地域の共助活動の
拠点機能を向上させる事業、商店街の構造を改革してい
く事業等を行う場合に支援します。

集客イベント事業チャレンジショップ

共助活動の拠点機能となる子育て支援施設、健康相談施設

環境変化に対応した店舗の集約化、次代を担う人材育成 等

経産局

商店街振興組合、事業協
同組合、商工会、民間事
業者等

補助
（２／３、１／２、１／３）

商店街等と民間企業等
との連携体

補助（２／３）

○中小商業活力向上事業

○地域商業再生事業

国

国

補助（６／１０）

全国商店街振興組合連合会国

○全国商店街振興組合連合会補助金

経産局

12



 

 
 

○小規模事業者において、女性や若者をはじめとした意

欲ある経営者や従業員などが行う新事業活動を支援

します。 

 

 

 

 

 

小規模事業者活性化補助金 
３０．０億円（新規） 

 
事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、補助率等） 

国 小規模事業者 

補助 

2/3 

○信頼できる質の高い経営支援を受けながら、小規模事

業者が行う特色ある新商品の開発・生産、新たな販売

方法の導入、新サービスの提供等の取組を支援します。 
 

【補助上限額】 ２００万円   

【補    助   率】    ２／３     

【応 募 要 件】 

   ①中小企業基本法における小規模事業者であること 

   ②経営力強化支援法に基づく認定支援機関等との連携があること 等 

 

 

事業イメージ 

支援対象の企業のイメージ 

中小企業庁 新事業促進課 
０３－３５０１－１７６７ 

 新商品開発    女性高齢者向け下着 
 
 これまで男女共通の高齢者向け下着しかなかったと

ころに、骨折防止のプロテクター機能を追加した上で、

女性経営者ならではの発想により、女性が身につけ

たくなるデザインの商品を開発 

   販路開拓     こだわりのある眼鏡通 
 
  一般の眼鏡屋では取り扱わない斬新なデザインの眼鏡

を各地から多数調達し、自分のかける眼鏡にこだわりの

ある全国の眼鏡通を顧客として開拓 

 

新サービス開発  地域特化型子育て支援情報 
 
元々は子育て支援情報をWebサイトで提供していたが、

地域毎に異なる幼稚園や送迎バスの情報をよりきめ細か

に地域に提供するため、その地域のために特化したフ

リーペーパーを頒布 
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厚生労働省関連
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１．国民が安心できる医療を実現するための提供体制の整備

 へき地・離島患者や救急医療へのアクセス強化 4，517百万円

出典：「平成２５年度予算案の概要（厚生労働省医政局）」から抜粋・加工
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２．地域医療確保対策の推進

 歯科保健医療対策の推進

※医療提供体制推進事業費補助金（22,700百万円）の内数の他、医療施設運営費等補助金等 131百万円

出典：「平成２５年度予算案の概要（厚生労働省医政局）」から抜粋・加工
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２．地域医療確保対策の推進

 保健医療福祉分野の公開鍵基盤（ＨＰＫＩ）普及・啓発など医療分野の情報化の推進
※医療施設等設置整備費補助金（674百万円）の内数の他、医療情報システム開発普及等委託費等 531百万円

出典：「平成２５年度予算案の概要（厚生労働省医政局）」から抜粋・加工
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２．地域医療確保対策の推進

 専門医に関する新たな仕組みの導入に向けた支援 ５５百万円

出典：「平成２５年度予算案の概要（厚生労働省医政局）」から抜粋・加工
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文部科学省関連
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出典：「平成25年度文部科学省予算（案）の発表資料一覧（2月）」から抜粋
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出典：「平成25年度文部科学省予算（案）の発表資料一覧（2月）」から抜粋
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